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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期

会計期間

自　平成27年
４月１日

至　平成27年
９月30日

自　平成28年
４月１日

至　平成28年
９月30日

自　平成29年
４月１日

至　平成29年
９月30日

自　平成27年
４月１日

至　平成28年
３月31日

自　平成28年
４月１日

至　平成29年
３月31日

売上高 (百万円) 305,179 297,036 282,590 639,893 624,422

経常利益 (百万円) 1,380 964 1,478 3,291 2,409

親会社株主に帰属する中間
（当期）純利益

(百万円) 280 75 823 856 412

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 476 506 1,829 983 1,496

純資産額 (百万円) 55,265 55,850 57,307 55,766 56,331

総資産額 (百万円) 281,837 278,293 289,334 299,500 295,906

１株当たり純資産額 （円） 884.43 897.58 918.00 894.33 901.13

１株当たり中間（当期）純
利益金額

（円） 4.91 1.31 14.41 14.97 7.21

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 17.94 18.43 18.12 17.07 17.40

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

(百万円) △2,622 △1,563 14,793 1,066 1,043

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

(百万円) △2,163 △2,134 294 △1,840 △3,140

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

(百万円) △512 △1,547 △332 404 △2,954

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高

(百万円) 26,811 26,663 41,647 31,745 26,893

従業員数
（名）

3,093 3,028 2,888 3,108 2,989

(ほか、平均臨時雇用者数) (5,776) (5,627) (5,340) (5,700) (5,641)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期

会計期間

自　平成27年
４月１日

至　平成27年
９月30日

自　平成28年
４月１日

至　平成28年
９月30日

自　平成29年
４月１日

至　平成29年
９月30日

自　平成27年
４月１日

至　平成28年
３月31日

自　平成28年
４月１日

至　平成29年
３月31日

売上高 (百万円) 243,123 238,428 226,470 513,638 502,303

経常利益 (百万円) 750 1,088 671 2,313 2,233

中間（当期）純利益 (百万円) 161 849 1,060 1,045 696

資本金 (百万円) 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

発行済株式総数 （株） 60,000,000 60,000,000 60,000,000 60,000,000 60,000,000

純資産額 (百万円) 43,265 45,205 46,631 44,366 45,446

総資産額 (百万円) 245,222 240,793 257,157 259,518 256,551

１株当たり配当額 （円） － － － 6 6

自己資本比率 （％） 17.64 18.77 18.13 17.10 17.71

従業員数
（名）

1,416 1,348 1,331 1,394 1,344

(ほか、平均臨時雇用者数) (546) (438) (351) (512) (410)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　中間連結財務諸表を作成しており、中間財務諸表に１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり中間純利益金額を注記していないため、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当

期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の記載を省略しております。

 

２【事業の内容】

　当社及び関係会社(子会社39社及び関連会社８社)は、出版物等販売事業、不動産事業、コンテンツ事業等を展開し

ております。

　当中間連結会計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとお

りであります。

　なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　中

間連結財務諸表等　（１）中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

(1)出版物等販売事業

　㈱ブラスメディアコーポレーションは、平成29年４月１日に同社を存続会社として㈱ＭｅＬＴＳ・㈱すばるを吸

収合併し、同日ブラス㈱に商号変更いたしました。

　リブロ販売㈱は、平成29年７月１日に当社に吸収合併しております。

 

(2)不動産事業

　主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

 

(3)コンテンツ事業

　当社連結子会社である㈱ファンギルドにおいて、電子コンテンツの制作事業を行っております。

 

(4)その他事業

　当中間連結会計期間において、当社は㈱ＡＳＨＩＫＡＲＩを新設分割により設立、同社を連結の範囲に含めてお

ります。

　また、当中間連結会計期間において、当社は㈱クリエイターズギルドの株式を一部譲渡し、同社を連結の範囲か

ら除外しております。
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３【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

（％）

関係内容

㈱ＡＳＨＩＫＡＲＩ 東京都千代田区 10 その他事業 100.0
役員の兼任　２名

資金の貸付あり

（注）　主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

（平成29年９月30日現在）
 

セグメントの名称 従業員数（名）

出版物等販売事業 2,685 (5,274)

不動産事業 7 (1)

コンテンツ事業 15 (2)

報告セグメント計 2,707 (5,277)

その他事業 181 (63)

合計 2,888 (5,340)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間平均雇用人員であります。

３　臨時従業員の当中間連結会計期間平均雇用人員には派遣社員を含めております。

 

(2）提出会社の状況

（平成29年９月30日現在）
 

従業員数（名） 1,331(351)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員であります。

３　臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員には派遣社員を含めております。

 

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合である日本出版販売労働組合の組合員数は1,199名（平成29年９月30日現在）で、ユニオン

ショップ制であります。また、労使関係は良好で上部団体に属しておりません。

　なお、連結子会社については、一部で労働組合が組織されておりますが、労使関係において特に記載すべき事項

はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景とした個人消費の持ち直しや企業収

益の改善などにより、総じて景気は緩やかな回復基調が続きました。

一方、当社グループが取り扱う出版物につきましては、雑誌のダウントレンドに歯止めがかからず、業界全体

としては厳しい状況が続いております。

このような中、当社グループは出版流通改革の完遂を目指し、主要なお取引先である書店様、出版社様と協力

し様々な施策に取り組んでまいりました。最終年度を迎える中期経営計画「Breakthrough」では「『書店』の価値

を高める」というビジョンに基づき、『書店』がより個客との接点を深め、より魅力ある新空間となるよう、新た

なサービス、パッケージ等の開発に取り組んでおります。

運賃の単価値上げや、最低賃金上昇により荷造費が増加したものの、書店子会社における不採算店舗の整理

や、グループ全体での経常経費の抑制に努めた結果、当中間連結会計期間における売上高は2,825億円（前年同期

比4.9％減）、営業利益は13億円（前年同期比80.1％増）、経常利益は14億円（前年同期比53.3％増）となりまし

た。

なお、特別損益を加減した税金等調整前中間純利益は12億円、対前年４億円の増益、法人税等を加減した親会

社株主に帰属する中間純利益は８億円、対前年７億円の増益となりました。

 

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

なお「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　(1)中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」

に記載のとおり、当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。前年同期比については、

前中間連結会計期間の数値を変更後のセグメントに組み替えた数値で比較しております。

 

　　①出版物等販売事業

当セグメントにおきましては、出版流通改革を推進し、業界三者の利益最適化を目指すPARTNERS契約を始め、

様々な施策に取り組んでおります。

卸売事業部門においては、雑誌はコミックスを中心に大幅な減収、書籍、ＡＶ（セル・レンタル）も減収とな

りました。雑誌の減収による限界利益の減少に加えて、運賃の単価値上げや輸配送効率の悪化、荷造費増加により

利益構造が大きく悪化しました。これに対し、人員のコントロールやＩＴコストの抑制など経常経費の削減に取り

組み、利益回復に努めました。

書店事業部門においては、不採算店舗の撤退、文具・雑貨の売場拡大による粗利益の改善、本部機能統一によ

るコスト削減などで利益構造の改善を推し進めました。

これらの結果、当セグメントの売上高は2,806億円（前年同期比5.0％減）、営業利益は５億円（前年同期比

31.4％増）となりました。

 

　　②不動産事業

当セグメントにおきましては、既存物件の空室率の減少とフリーレント期間の終了、当期に仙台市に取得した

新規物件の賃貸開始により、増収増益となりました。この結果、当セグメントの売上高は12億円（前年同期比

3.9％増）、営業利益は５億円（前年同期比14.0％増）となりました。

 

　　③コンテンツ事業

当セグメントにおきましては、電子コンテンツの制作事業を営んでおり、売上高は４億円（前年同期比182.2％

増）、営業利益は２億円（前年同期比209.9％増）となりました。

 

　　④その他事業

　その他事業では、情報システム事業部門、宿泊施設運営事業部門等により売上高は21億円（前年同期比21.1％

減）、営業利益は52百万円（前年同期比62.2％減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は416億円と前連結会

計年度末に比べ147億円増加しました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は147億円（前年同期は15億円の使用）となりました。

　これは主に、売上債権の減少によるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、獲得した資金は２億円（前年同期は21億円の使用）となりました。

　これは主に、有価証券の償還による収入によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は３億円（前年同期は15億円の使用）となりました。

　これは主に、長期借入金の返済による支出が長期借入金による収入を上回ったことによるものです。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

当中間連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

前年同期比（％）

出版物等販売事業（百万円） 280,681 95.1

不動産事業（百万円） 966 115.0

コンテンツ事業（百万円） 463 283.9

報告セグメント計（百万円） 282,111 95.2

その他事業（百万円） 490 67.6

調整額（百万円） △11 －

合計（百万円） 282,590 95.1

（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　３　「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　(1)中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報

等）」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。

前年同期比については、前中間連結会計期間の数値を変更後のセグメントに組み替えた数値で比較してお

ります。

　　　４　コンテンツ事業を構成する㈱ファンギルドは平成28年７月設立のため、前年同期比の計算に使用している

前中間連結会計期間の実績は、平成28年７月から９月の３ヶ月分となっております。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　(1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成

状況を判断するための客観的な指標等に重要な変更はありません。

　また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありませ

ん。

　また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　特記事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績

　当社グループの業績は、「１　業績等の概要」で述べたとおり、売上高は2,825億円となり、前年同期比4.9％

減、144億円の減収となりました。売上原価は2,461億円、対前中間連結会計期間で139億円減少、売上総利益は

364億円、前年同期比1.3％減となり、前中間連結会計期間を４億円下回る結果となりました。

　販売費及び一般管理費は350億円、前年同期比3.1％減となりました。

　この結果、営業利益は13億円、前年同期比80.1％増、経常利益は14億円、前年同期比53.3％増となりました。

　特別損失については、減損損失等４億円を計上しております。

　以上の結果、親会社株主に帰属する中間純利益は８億円、対前中間連結会計期間で７億円の増加となり、減収

増益となりました。

 

 なお、報告セグメント別の業績につきましては、「１　業績等の概要」に記載しております。

 

（2）財政状態

　当中間連結会計期間末の総資産は2,893億円となり、前連結会計年度末と比較して65億円（2.2％）減少しまし

た。流動資産は2,065億円で53億円（2.5％）の減少、固定資産は827億円で12億円（1.5％）の減少となりまし

た。

 

　流動資産の主要な増減トピックスは、以下のとおりであります。

 

　現金及び預金は、前連結会計年度末に比べて136億円（53.5％）の増加となりました。

　受取手形及び売掛金は183億円（13.3％）の減少、たな卸資産は18億円（4.8％）の減少となりました。

 

　固定資産の主要な増減トピックスは、以下のとおりであります。

 

　土地が10億円（2.9％）減少しております。これは主に北海道支店、東北支店の売却によるものです。

 

　当中間連結会計期間末の負債合計は2,320億円となり、前連結会計年度末と比較して75億円（3.2％）減少しま

した。流動負債は2,133億円で70億円（3.2％）の減少、固定負債は186億円で４億円（2.5％）の減少となりまし

た。

 

　流動負債では、支払手形及び買掛金が前連結会計年度末に比べて17億円（1.0％）の減少となりました。その

他流動負債は前連結会計年度末に比べて36億円（19.4％）の減少となっております。

 

　固定負債では、主に長期借入金が３億円（22.0％）減少しております。

 

　当中間連結会計期間末の自己資本比率は18.1％となり、前連結会計年度末と比べて0.7ポイント上昇しまし

た。

 

　なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「１　業績等の概要」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等は次のとおり

であります。新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

(1)重要な設備の取得

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
投資額

（百万円）
取得時期

提出会社
東北支店

(仙台市青葉区)
不動産事業 事務所 938 平成29年４月

 

(2)重要な設備の売却

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額
（百万円）

売却時期

提出会社
東北支店

(仙台市若林区)
出版物等販売事業 事務所 796 平成29年６月

提出会社
北海道支店

(札幌市中央区)
出版物等販売事業 事務所 806 平成29年６月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式                               240,000,000

計                               240,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）

（平成29年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成29年12月22日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式             60,000,000 同左 非上場及び非登録
単元株式数

1,000株

計             60,000,000 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

－ 60,000,000 － 3,000 － 17
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（６）【大株主の状況】

  （平成29年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社講談社 東京都文京区音羽２－12－21 3,480,000 5.80

株式会社小学館 東京都千代田区一ツ橋２－３－１ 3,447,000 5.75

日販従業員持株会 東京都千代田区神田駿河台４－３ 3,157,550 5.26

株式会社光文社 東京都文京区音羽１－16－６ 1,620,000 2.70

株式会社文藝春秋 東京都千代田区紀尾井町３－23 1,320,000 2.20

株式会社秋田書店 東京都千代田区飯田橋２－10－８ 1,290,000 2.15

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,225,000 2.04

株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡ 東京都千代田区富士見２－13－３ 1,169,500 1.95

株式会社旺文社 東京都新宿区横寺町55 1,050,000 1.75

竹下　晴信 東京都新宿区 975,000 1.63

計 － 18,734,050 31.22

　 （注） 上記のほか、当社所有の自己株式が2,884,190株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成29年９月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式　　 2,884,000

－ －

完全議決権区分株式（その他） 普通株式　　56,407,000 56,407 －

単元未満株式 普通株式 　　　709,000 － －

発行済株式総数 60,000,000 － －

総株主の議決権 － 56,407 －
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②【自己株式等】

（平成29年９月30日現在）
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
 の割合（％)

（自己保有株式）
日本出版販売株式会社

東京都千代田区
神田駿河台４－３

2,884,000 － 2,884,000 4.81

計 － 2,884,000 － 2,884,000 4.81

 

２【株価の推移】

　金融商品取引所非上場のため、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成29年４月１日から平成29年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の中間財務諸

表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,504 39,154

受取手形及び売掛金 138,025 119,723

有価証券 3,709 3,909

たな卸資産 37,481 35,667

繰延税金資産 2,226 2,004

その他 6,596 7,649

貸倒引当金 △1,644 △1,514

流動資産合計 211,900 206,593

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※３ 17,821 ※３ 17,895

土地 ※３ 36,780 ※３ 35,705

その他（純額） 3,603 3,258

有形固定資産合計 ※１ 58,205 ※１ 56,859

無形固定資産   

のれん 633 475

その他 4,743 4,394

無形固定資産合計 5,377 4,869

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３ 10,919 ※３ 11,533

繰延税金資産 1,448 1,676

その他 ※３ 9,149 ※３ 8,892

貸倒引当金 △1,094 △1,090

投資その他の資産合計 20,424 21,011

固定資産合計 84,006 82,740

資産合計 295,906 289,334
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 172,364 ※４ 170,604

電子記録債務 10,204 ※４ 9,431

短期借入金 ※３ 11,474 ※３ 12,062

未払法人税等 1,313 511

返品調整引当金 4,749 4,317

賞与引当金 1,233 1,033

役員賞与引当金 35 32

ポイント引当金 36 29

その他 19,036 15,351

流動負債合計 220,449 213,374

固定負債   

長期借入金 ※３ 1,450 ※３ 1,131

再評価に係る繰延税金負債 7,981 7,833

役員退職慰労引当金 685 699

退職給付に係る負債 5,029 5,088

資産除去債務 1,361 1,379

その他 2,616 2,519

固定負債合計 19,125 18,652

負債合計 239,575 232,026

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000 3,000

利益剰余金 36,187 36,322

自己株式 △903 △911

株主資本合計 38,283 38,411

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,247 1,641

土地再評価差額金 12,273 12,694

退職給付に係る調整累計額 △318 △314

その他の包括利益累計額合計 13,202 14,021

非支配株主持分 4,845 4,874

純資産合計 56,331 57,307

負債純資産合計 295,906 289,334

 

EDINET提出書類

日本出版販売株式会社(E02536)

半期報告書

14/57



②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 297,036 282,590

売上原価 260,133 246,181

売上総利益 36,903 36,408

販売費及び一般管理費   

販売費 12,858 12,851

一般管理費 23,282 22,185

販売費及び一般管理費合計 ※１ 36,141 ※１ 35,037

営業利益 761 1,371

営業外収益   

受取利息 60 46

受取配当金 55 26

為替差益 － 27

持分法による投資利益 19 －

受取家賃 98 99

雑収入 256 166

営業外収益合計 490 366

営業外費用   

支払利息 40 36

為替差損 9 －

不動産賃貸費用 17 61

デリバティブ評価損 176 0

持分法による投資損失 － 122

雑支出 43 39

営業外費用合計 288 259

経常利益 964 1,478

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 1 ※２ 194

投資有価証券売却益 3 1

その他 0 6

特別利益合計 5 202

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 74 ※３ 30

固定資産売却損 － ※４ 60

減損損失 － ※５ 284

投資有価証券評価損 96 14

投資有価証券売却損 － 2

店舗撤退費用 37 40

その他 17 11

特別損失合計 225 444

税金等調整前中間純利益 743 1,237

法人税、住民税及び事業税 599 479

法人税等調整額 △51 △254

法人税等合計 547 224

中間純利益 196 1,012

非支配株主に帰属する中間純利益 120 188

親会社株主に帰属する中間純利益 75 823
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

中間純利益 196 1,012

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 339 392

土地再評価差額金 － 420

退職給付に係る調整額 △28 4

その他の包括利益合計 310 817

中間包括利益 506 1,829

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 385 1,642

非支配株主に係る中間包括利益 120 187
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,000 17 36,315 △892 38,440

当中間期変動額      

剰余金の配当   △342  △342

親会社株主に帰属する中間
純利益

  75  75

自己株式の取得    △7 △7

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 135   135

連結範囲の変動   △2  △2

土地再評価差額金の取崩     －

連結除外に伴う利益剰余金
の減少

    －

利益剰余金から資本剰余金
への振替

    －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － 135 △269 △7 △141

当中間期末残高 3,000 153 36,045 △900 38,298

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 507 12,568 △395 12,680 4,646 55,766

当中間期変動額       

剰余金の配当      △342

親会社株主に帰属する中間
純利益

     75

自己株式の取得      △7

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

     135

連結範囲の変動      △2

土地再評価差額金の取崩      －

連結除外に伴う利益剰余金
の減少

     －

利益剰余金から資本剰余金
への振替

     －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

339 － △28 310 △84 225

当中間期変動額合計 339 － △28 310 △84 83

当中間期末残高 847 12,568 △424 12,990 4,561 55,850
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当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,000 － 36,187 △903 38,283

当中間期変動額      

剰余金の配当   △342  △342

親会社株主に帰属する中間
純利益

  823  823

自己株式の取得    △7 △7

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 △5   △5

連結範囲の変動     －

土地再評価差額金の取崩   △339  △339

連結除外に伴う利益剰余金
の減少

  △0  △0

利益剰余金から資本剰余金
への振替

 5 △5  －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － － 135 △7 127

当中間期末残高 3,000 － 36,322 △911 38,411

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,247 12,273 △318 13,202 4,845 56,331

当中間期変動額       

剰余金の配当      △342

親会社株主に帰属する中間
純利益

     823

自己株式の取得      △7

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

     △5

連結範囲の変動      －

土地再評価差額金の取崩      △339

連結除外に伴う利益剰余金
の減少

     △0

利益剰余金から資本剰余金
への振替

     －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

394 420 4 819 29 848

当中間期変動額合計 394 420 4 819 29 976

当中間期末残高 1,641 12,694 △314 14,021 4,874 57,307
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 743 1,237

減価償却費 2,241 2,050

減損損失 － 284

のれん償却額 176 158

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △133

返品調整引当金の増減額（△は減少） △398 △432

賞与引当金の増減額（△は減少） △316 △196

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 58 72

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △322 13

受取利息及び受取配当金 △116 △73

支払利息 40 36

為替差損益（△は益） 51 0

持分法による投資損益（△は益） △19 122

固定資産売却損益（△は益） △1 △134

固定資産除却損 74 30

投資有価証券売却損益（△は益） △3 1

投資有価証券評価損益（△は益） 96 14

売上債権の増減額（△は増加） 16,112 18,242

たな卸資産の増減額（△は増加） △933 1,812

その他の流動資産の増減額（△は増加） 527 △1,095

仕入債務の増減額（△は減少） △15,213 △2,498

その他の流動負債の増減額（△は減少） △4,094 △3,680

その他 307 69

小計 △987 15,901

利息及び配当金の受取額 114 73

利息の支払額 △41 △35

法人税等の支払額 △649 △1,145

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,563 14,793

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 490 104

有価証券の償還による収入 300 1,200

有形固定資産の取得による支出 △1,588 △1,755

有形固定資産の売却による収入 2 1,675

無形固定資産の取得による支出 △817 △516

投資有価証券の取得による支出 △557 △808

投資有価証券の売却による収入 9 19

投資有価証券の償還による収入 403 200

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
－ ※２ △43

貸付けによる支出 △4 △0

貸付金の回収による収入 7 5

その他 △379 214

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,134 294
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  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △680 559

長期借入れによる収入 287 765

長期借入金の返済による支出 △736 △1,056

リース債務の返済による支出 △99 △99

配当金の支払額 △342 △342

非支配株主への配当金の支払額 △66 △107

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△10 △47

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却に

よる収入
－ 3

自己株式の取得による支出 △7 △7

非支配株主からの払込みによる収入 110 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,547 △332

現金及び現金同等物に係る換算差額 △35 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,281 14,754

現金及び現金同等物の期首残高 31,745 26,893

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
199 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 26,663 ※１ 41,647
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数は27社であります。

　　主要な連結子会社の名称

　　日販物流サービス㈱

　　日販コンピュータテクノロジイ㈱

(2) 連結の範囲の変更

当社は、平成29年４月３日に新設分割により㈱ＡＳＨＩＫＡＲＩを設立いたしました。

㈱クリエイターズギルドについては、平成29年４月３日に㈱インプレスホールディングスへ株式を売却した

ため、連結の範囲から除いております。

(3) 非連結子会社は日盛図書有限公司以下12社であります。

非連結子会社12社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲に含めておりません。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社の数は4社であります。

　　主要な持分法適用関連会社の名称

　　　㈱精文館書店

　　　㈱文教堂グループホールディングス

(2) 持分法を適用しない非連結子会社は日盛図書有限公司以下12社、関連会社は㈱九州雑誌センター以下４社で

あります。持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等から見て、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、㈱リブロ、㈱積文館書店、㈱Ｂ・Ｓｔｏｒｙ、㈱リゲル、万田商事㈱、㈱いまじん白揚、

㈱あゆみＢｏｏｋｓ、㈱Ｙ・ｓｐａｃｅの中間決算日は８月31日であります。中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、中間決算日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①　有価証券

　　ａ　満期保有目的の債券

　　　　償却原価法を採用しております。

　　ｂ　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　②　たな卸資産

　　原価法によっておりますが、その評価方法は主として個別法を、一部で売価還元法（貸借対照表価額は収益

　　性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　③　デリバティブ

　　時価法を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除く）

原則として定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物及び構築物 ２年～65年

　　その他（機械装置及び運搬具） ２年～20年

　②　無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

　　定額法を採用しております。

　　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

　　ております。

　③　リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によって

　　おります。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取り決めがあるものは当該残価保証額と

　　し、それ以外のものは零としております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

　　権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。なお、連結会

　　社相互の債権、債務を相殺消去したことに伴う貸倒引当金の調整計算を実施しております。

　②　賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当中間連結会計期間末における支給見込額を計上してお

　　ります。

　③　役員賞与引当金

　　役員賞与の支出に備えて、当中間連結会計期間末における支給見込額を計上しております。

　④　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額の100％を残高基準とし

　　て計上しております。

　⑤　返品調整引当金

　　商品の返品による損失に備えるため、書籍及び雑誌については法人税法に基づく限度額を、開発商品の一部

　　については実績に基づく見積額をそれぞれ計上するほか、個別に将来の返品の可能性を勘案し、見積額を計

　　上しております。

　⑥　ポイント引当金

　　ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用に備えるため、当中間連結会計期間末時点の未使用ポ

　　イントのうち、将来使用されると見込まれる額を計上しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を充たしている場合は

　　特例処理を採用しております。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段　－　金利スワップ

　　ヘッジ対象　－　借入金

　③　ヘッジ方針

　　当社グループは、借入金利、運用金利等の将来の金利市場における利率の変動リスクを回避する目的で利用

　　しております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　特例処理を採用しており、有効性の評価を省略しております。
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(5) 退職給付に係る会計処理の方法

　①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

　②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８～15年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10～13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

未認識数理計算上の差異及び、未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　③　簡便法の適用について

　　連結子会社の一部では、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

　　支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(6) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金及び取得から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

　　かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

(7) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（中間連結損益計算書）

　前中間連結会計期間において、「営業外費用」の「雑支出」に含めていた「不動産賃貸費用」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映

させるため、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「営業外費用」の「雑支出」に表示していた

61百万円は、「不動産賃貸費用」17百万円、「雑支出」43百万円として組替えております。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間

(平成29年９月30日)

57,851百万円 57,662百万円

 

 

　２　コミットメントライン契約

　　当社は、資金調達の効率化及び安定化をはかるため特定融資枠（コミットメントライン）契約を締結して

　おります。

 
　前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間

(平成29年９月30日)

特定融資枠契約の総額 8,000百万円 8,000百万円

借入実行残高 － －

未使用枠残高 8,000 8,000

 

 

※３　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間

(平成29年９月30日)

土地 211百万円 211百万円

建物及び構築物 5 5

投資有価証券 5 4

その他（投資その他の資産） 37 37

計 260 259

 

　　　担保付債務は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間

(平成29年９月30日)

短期借入金 579百万円 502百万円

長期借入金 240 219

計 819 722

 

※４　中間連結会計期間末日満期手形等

中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形等が中

間連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成29年９月30日）

支払手形 －百万円 420百万円

電子記録債務 － 761
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（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

荷造運送費 11,459百万円 11,679百万円

貸倒引当金繰入 73 △130

 

　　　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

人件費 8,911百万円 8,728百万円

賞与引当金繰入 1,294 1,033

役員賞与引当金繰入 39 32

退職給付費用 359 385

役員退職慰労引当金繰入 66 63

用度費 3,420 3,165

借地借家料 3,706 3,633
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※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

土地 －百万円 192百万円

機械装置及び運搬具 　　　　　　　　　　　　0 －

その他 0 2

計 1 194

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

建物及び構築物 49百万円 25百万円

機械装置及び運搬具 0 2

その他 25 2

計 74 30

 

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

土地 －百万円 59百万円

その他 － 0

計 － 60
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※５　減損損失

　　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

該当事項はありません。

 

　当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

場所 主な用途 種類 減損損失（百万円）

 東村山市旧社員寮

 （東京都東村山市）
 遊休資産  土地、建物及び構築物等 283

 その他　３件  事業用資産  その他 0

　　　　　 当社グループでは、保有資産を１．事業用資産、２．賃貸物件、３．遊休資産の３つにグルーピングして

　　　　　 おります。

　　　　　 事業用資産については、事業別かつ地域別にグルーピングを行っております。賃貸物件及び遊休資産につ

　　　　　 いては、個々の資産ごとにグルーピングを行っております。

　　　　　 減損の認識にあたっては、資産グループごとに①営業損益の継続的なマイナス、②使用範囲・使用方法の

          著しい変化、③経営環境の著しい変化、④市場価格の著しい下落等の項目について、減損の兆候の判定を

          行いました。減損の兆候があった資産は、その時点で減損処理の要否を検討し、減損が発生している場合

　　　　　 には損失認識しております。

          これらは減損損失（284百万円）として特別損失にて計上しております。減損損失の主な固定資産の種類と

          当該金額は、土地158百万円、建物及び構築物125百万円、その他１百万円であります。

          事業用資産につきましては、営業損益の継続的なマイナス、経営環境の著しい変化を認めたため帳簿価額を

　　　　　 回収可能価額まで減額いたしました。当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味

　　　　　 売却価額は売却予定額に合理的な調整を行って算定いたしました。回収可能性が認められない資産に関し

　　　　　 ましては、その帳簿価額を備忘価額まで減額しております。

　　　　　 遊休資産につきましては、社員寮の閉鎖に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。

　　　　　 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定額に合理的な調整を行っ

　　　　　 て算定いたしました。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 60,000,000 － － 60,000,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 2,839,800 18,990 － 2,858,790

（注）　株式数の増加18,990株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年４月25日
取締役会

普通株式 342 6 平成28年３月31日 平成28年６月29日

 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 60,000,000 － － 60,000,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 2,865,390 18,800 － 2,884,190

（注）　株式数の増加18,800株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年４月24日
取締役会

普通株式 342 6 平成29年３月31日 平成29年６月29日

 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末日後とな

るもの

　該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※１現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

　　　とおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　平成28年４月１日

　　至　平成28年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 23,352百万円 39,154百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △489 △506

ＭＭＦ 0 －

公社債投資信託 3,700 3,000

コマーシャルペーパー 99 －

現金及び現金同等物 26,663 41,647

 

　※２当中間連結会計期間において株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の売却により㈱クリエイターズギルドが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳

並びに株式の売却価額と売却による支出は次のとおりです。

　　流動資産 151百万円

　　固定資産 5

　　流動負債 △109

　　固定負債 △3

　　非支配株主持分 △12

　　その他 △5

　　株式売却損 △2

　　株式の売却価額 24

　　現金及び現金同等物 △68

　　差引：㈱クリエイターズギルド売却による支出 △43

 

（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1)現金及び預金 25,504 25,504 －

(2)受取手形及び売掛金 138,025 138,025 －

(3)有価証券及び投資有価証券 9,911 9,896 △15

(4)長期貸付金 353 322 △31

資産計 173,794 173,748 △46

(1)支払手形及び買掛金 172,364 172,364 －

(2)電子記録債務 10,204 10,204 －

(3)短期借入金 11,474 11,474 －

(4)長期借入金 1,450 1,442 △7

負債計 195,493 195,485 △7

デリバティブ債権（流動） 55 55 －

デリバティブ債務（固定） 21 21 －

 

当中間連結会計期間（平成29年９月30日）

 
中間連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1)現金及び預金 39,154 39,154 －

(2)受取手形及び売掛金 119,723 119,723 －

(3)有価証券及び投資有価証券 10,775 10,751 △23

(4)長期貸付金 350 322 △27

資産計 170,003 169,952 △50

(1)支払手形及び買掛金 170,604 170,604 －

(2)電子記録債務 9,431 9,431 －

(3)短期借入金 12,062 12,062 －

(4)長期借入金 1,131 1,125 △5

負債計 193,229 193,223 △5

デリバティブ債権（流動） 24 24 －

デリバティブ債権（固定） 10 10 －

 

(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

株式等は取引所の価格に、債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4)長期貸付金

元利金の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。
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負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)短期借入金

短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4)長期借入金

元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。

 

デリバティブ債権・債務

注記事項「デリバティブ取引」をご参照ください。

なお、デリバティブ債権（流動）は流動資産のその他に、デリバティブ債権（固定）は固定資産のその他に、デ

リバティブ債務（固定）は固定負債のその他に含まれております。

 

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間

(平成29年９月30日)

非上場株式他 846 948

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証券

　及び投資有価証券」には含めておりません。
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（有価証券関係）

１　満期保有目的の債券

 　 前連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

　時価が連結貸借

 対照表計上額を

 超えるもの

 

 (1)国債・地方債等 － － －

 (2)社債 － － －

 (3)その他 2,723 2,755 32

小計 2,723 2,755 32

 

　時価が連結貸借

 対照表計上額を

 超えないもの

 

 (1)国債・地方債等 － － －

 (2)社債 － － －

 (3)その他 1,800 1,752 △47

小計 1,800 1,752 △47

合計 4,523 4,508 △15

 

 　 当中間連結会計期間（平成29年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

　時価が中間連結

　貸借対照表計上

　額を超えるもの

 (1)国債・地方債等 － － －

 (2)社債 － － －

 (3)その他 1,700 1,724 24

小計 1,700 1,724 24

 

　時価が中間連結

　貸借対照表計上

　額を超えない

　もの

 

 (1)国債・地方債等 － － －

 (2)社債 － － －

 (3)その他 2,123 2,075 △48

小計 2,123 2,075 △48

合計 3,823 3,800 △23
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２　その他有価証券

 　 前連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

　連結貸借対照表

　計上額が取得

　原価を超える

　もの

 (1)株式 2,646 898 1,747

 (2)債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

 (3)その他 79 47 31

小計 2,725 946 1,779

　連結貸借対照表

　計上額が取得

　原価を超えない

　もの

 (1)株式 143 155 △12

 (2)債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

 (3)その他 2,518 2,537 △18

小計 2,662 2,692 △30

合計 5,388 3,639 1,748

（注）非上場株式他（連結貸借対照表計上額 846百万円）については、市場価格がなく、時価を把握する

　　　　　　　　ことが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

 　 当中間連結会計期間（平成29年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

　中間連結貸借

　対照表計上額が

　取得原価を超え

　るもの

 (1)株式 3,271 969 2,302

 (2)債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

 (3)その他 142 105 37

小計 3,413 1,074 2,339

　中間連結貸借

　対照表計上額が

　取得原価を超え

　ないもの

 (1)株式 73 86 △13

 (2)債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

 (3)その他 3,464 3,475 △11

小計 3,537 3,562 △24

合計 6,951 4,636 2,314

（注）非上場株式他（中間連結貸借対照表計上額 948百万円）については、市場価格がなく、時価を把握

　　　することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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３　減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、有価証券について180百万円の減損処理を行っております。また当連結中間

会計期間において、有価証券について14百万円の減損処理を行っております。なお、減損処理にあたって

は、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には減損処理を行い、時価の下落率が

50％未満であっても、２期連続で取得原価に比較して30％以上時価が下落している場合には著しい下落と

判定し、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　　　　前連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
契約額等

(百万円)

契約額等のうち

１年超

(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引以外の取引

通貨オプション取引

買建　米ドル　コール

売建　米ドル　プット

 

1,395

2,396

 

1,106

2,069

 

△2

37

 

△2

37

合計 3,791 3,175 34 34

（注）　　時価の算定方法　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

　　　　　　　当中間連結会計期間（平成29年９月30日）

 種類
契約額等

(百万円)

契約額等のうち

１年超

(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引以外の取引

通貨オプション取引

買建　米ドル　コール

売建　米ドル　プット

 

1,233

2,238

 

1,031

1,924

 

△11

45

 

△11

45

合計 3,471 2,956 34 34

（注）　　時価の算定方法　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　前連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象
契約額等

(百万円)

契約額等のうち

１年超

(百万円)

時価

(百万円)

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 55 23 （注）

（注）　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

　　ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

　　当中間連結会計期間（平成29年９月30日）

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象
契約額等

(百万円)

契約額等のうち

１年超

(百万円)

時価

(百万円)

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 40 9 （注）

（注）　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

　　ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

EDINET提出書類

日本出版販売株式会社(E02536)

半期報告書

34/57



（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

 

（企業結合等関係）

事業分離

１．事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

　　㈱インプレスホールディングス

(2) 分離した事業の概要

　　連結子会社：㈱クリエイターズギルド

　　事業の内容：デジタルコンテンツの企画・制作

(3) 事業分離を行った主な理由

㈱クリエイターズギルドは、企業からの受託によるｗｅｂコンテンツ等の企画・制作、ＥＣサイト等の開発・

構築、運用サポートを中心に事業を展開しておりますが、平成28年７月に新設分割により、電子コンテンツ制

作事業を㈱ファンギルドとして独立させて以降は、当社グループ傘下において、事業を継続する必要性が低下

しておりました。

その折、㈱インプレスホールディングスから、㈱クリエイターズギルドの株式購入の申し入れがあったため、

株式譲渡契約を締結するにいたりました。

(4) 事業分離日

　　平成29年４月３日

(5) 法的形式を含むその他の取引に関する事項

　　受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

２．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

　　投資有価証券売却損　２百万円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

　　　　　流動資産　　　　　　151百万円

　　　　　固定資産　　　　　　　5　　　

　　　　　資産合計　　　　　　157

　　　　　流動負債　　　　　　109

　　　　　固定負債　　　　　　　3　　　

　　　　　負債合計　　　　　　112

(3) 会計処理

㈱クリエイターズギルドの連結上の帳簿価額と売却価額との差額を投資有価証券売却損として、特別損失に計

上しております。

３．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

　　その他事業

４．当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　当中間連結会計期間期首に分離しているため、損益は含まれておりません。

 

 

共通支配下の取引等

１．吸収合併の概要

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容

（吸収合併存続会社）

　　名称　　　　　㈱ブラスメディアコーポレーション

　　事業の内容　　出版物の販売、映像ソフト・ＣＤ等のレンタル及び販売等

（吸収合併消滅会社）

　　名称　　　　　㈱ＭｅＬＴＳ

　　事業の内容　　出版物の販売、映像ソフト・ＣＤ等のレンタル及び販売等

　　名称　　　　　㈱すばる

　　事業の内容　　出版物の販売、映像ソフト・ＣＤ等のレンタル及び販売等
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(2)企業結合日

　　平成29年４月１日

(3)企業結合の法的形式

㈱ブラスメディアコーポレーションを吸収合併存続会社、㈱ＭｅＬＴＳ、㈱すばるを吸収合併消滅会社とする

吸収合併

(4)結合後企業の名称

　　ブラス㈱

(5)その他取引の概要に関する事項

　　本合併は、グループ経営の効率化を目的としております。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

 
　前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　当中間連結会計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年９月30日）

期首残高 1,320百万円 1,370百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 51 13

時の経過による調整額 26 11

資産除去債務の履行による減少額 △28 △16

中間期末（期末）残高 1,370 1,380

 

 

（賃貸等不動産関係）

１　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有してお

ります。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は472百万円（賃貸収益・費用は営業利益

に計上）、当中間連結会計期間における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は359百万円（賃貸収益・費用は営

業利益に計上）であります。

　なお、当該賃貸等不動産は当社及び一部の子会社が使用する部分を含んでおります。

 

２　賃貸等不動産の時価等に関する事項　                                        （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年９月30日）

中間連結貸借対照表計上額（連結

貸借対照表計上額）
  

 

 

 

期首残高 25,854 26,099

期中増減額 244 748

中間期末（期末）残高 26,099 26,848

中間期末（期末）時価 30,956 33,728

（注）１　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累

計額を控除した金額であります。

２　期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は設備工事等によるもの（848百万円）であり、主な

減少額は減価償却によるもの（591百万円）であります。当中間連結会計期間の主な増加額は不動産取得

等によるもの（1,044百万円）であり、主な減少額は減価償却によるもの（296百万円）であります。

３　前連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額を合理的に調整した

金額を使用しております。当中間連結会計期間末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に

基づく金額を合理的に調整した金額を使用しております。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時

点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない

場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

４　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）及び中間期末（期末）時価には、当社及び一部の

子会社が使用する部分を含んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績の評価をするために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。各セグメントに含まれる部門は次のとおりです。

 

　　出版物等販売事業－出版物等に関する卸売事業部門、書店事業部門、物流事業部門

　　不動産事業　　　－賃貸等不動産の管理に関連する事業部門

　　コンテンツ事業　－デジタルコンテンツの企画・制作事業部門

　　その他事業　　　－情報システム事業部門、宿泊施設運営事業部門等

 

　(セグメント区分の変更)

　当中間連結会計期間より、当社グループの報告セグメントの区分を変更しております。

　従来その他事業に含めておりましたデジタルコンテンツ制作事業部門は、事業規模が拡大したことに伴い、

報告セグメントとして区分掲記することにいたしました。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載して

おります。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高および振替高は市

場実勢価格に基づいております。

 

３　報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）　　　　　　　　　（単位：百万円）

 報告セグメント
その他　
（注１）

合計
調整額　
（注２）

中間連結財
務諸表計上
額（注３） 

出版物等販
売

不動産 コンテンツ 計

売上高         

外部顧客への売上高 295,251 840 163 296,255 725 296,981 － 296,981

セグメント間の内部

売上高又は振替高
49 337 1 388 2,049 2,437 △2,382 55

計 295,301 1,178 164 296,644 2,774 299,418 △2,382 297,036

セグメント利益 384 463 78 925 138 1,063 △301 761

セグメント資産 246,327 29,925 437 276,689 2,861 279,551 △1,257 278,293

その他の項目         

減価償却費 1,853 303 0 2,156 32 2,189 51 2,241

のれん償却額 176 － － 176 － 176 － 176

　（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり情報システム事業部門等です。

　　　　２　調整額は以下のとおりです。

　　売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 前中間連結会計期間

セグメント間取引消去 △2,437

たな卸資産未実現利益消去 55

合計 △2,382
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　　セグメント利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 前中間連結会計期間

たな卸資産未実現利益消去 △242

固定資産未実現利益消去 14

その他 △73

合計 △301

 

　　セグメント資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 前中間連結会計期間

セグメント間取引消去 △2,044

たな卸資産未実現利益消去 △1,264

持分法による増加分 1,962

その他 89

合計 △1,257

 

　　３　セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

 

当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）　　　　　　　　　（単位：百万円）

 報告セグメント
その他　
（注１）

合計
調整額　
（注２）

中間連結財
務諸表計上
額（注３） 

出版物等販
売

不動産 コンテンツ 計

売上高         

外部顧客への売上高 280,681 966 463 282,111 490 282,602 － 282,602

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3 257 0 260 1,699 1,959 △1,971 △11

計 280,684 1,223 463 282,372 2,189 284,561 △1,971 282,590

セグメント利益 505 528 241 1,275 52 1,327 44 1,371

セグメント資産 258,072 29,117 688 287,878 3,028 290,906 △1,572 289,334

その他の項目         

減価償却費 1,786 203 1 1,991 16 2,007 43 2,050

のれん償却額 158 － － 158 － 158 － 158

　（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり情報システム事業部門、宿泊施設

　　　　　　運営事業部門等です。

　　　　２　調整額は以下のとおりです。

　　売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 当中間連結会計期間

セグメント間取引消去 △1,959

たな卸資産未実現利益消去 △11

合計 △1,971

 

　　セグメント利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 当中間連結会計期間

たな卸資産未実現利益消去 24

固定資産未実現利益消去 19

その他 1

合計 44
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　　セグメント資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 当中間連結会計期間

セグメント間取引消去 △2,171

たな卸資産未実現利益消去 △1,237

持分法による増加分 1,816

その他 20

合計 △1,572

 

　　３　セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客が存在しない

ため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客が存在しない

ため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）　　　　　　　（単位：百万円）

 出版物等販売 不動産 コンテンツ その他 全社・消去 合計

減損損失 0 283 － － － 284

 

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）　　　　　　　（単位：百万円）

 出版物等販売 不動産 コンテンツ その他 全社・消去 合計

当中間期償却額 176 － － － － 176

当中間期末残高 952 － － － － 952

 

当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）　　　　　　　（単位：百万円）

 出版物等販売 不動産 コンテンツ その他 全社・消去 合計

当中間期償却額 158 － － － － 158

当中間期末残高 475 － － － － 475

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

　（平成29年３月31日）
当中間連結会計期間

　（平成29年９月30日）

１株当たり純資産額 901.13円 918.00円

（算定上の基礎）   

　純資産の部の合計額（百万円） 56,331 57,307

　純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 4,845 4,874

　（うち非支配株主持分（百万円）） (4,845) (4,874)

　普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

　（百万円）
51,486 52,432

　１株当たり純資産額の算定に用いられた

　中間期末（期末）の普通株式の数（千株）
57,134 57,115

 

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成28年４月１日
 至　平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 1.31円 14.41円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（百万円） 75 823

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

金額（百万円）
75 823

普通株式の期中平均株式数（千株） 57,153 57,125

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社は、平成29年９月19日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、自

己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。

　(1)自己株式の取得を行う理由

　　　　経営環境の変化に対応した資本施策の遂行による株主価値の向上を図るため。

　(2)自己株式取得に関する取締役会の決議内容

　　　①　取得する株式の種類

　　　　　当社普通株式

　　　②　取得する株式の総数

　　　　　4,000,000株（上限）

　　　③　取得する期間

　　　　　平成29年10月16日から平成29年11月13日まで

　　　④　取得価額の総額

　　　　　1,708百万円（上限）

　(3)取得日

　　　　平成29年12月22日

　(4)その他

　　　　上記決議に基づき、当社普通株式2,119,250株（取得総額904百万円）を取得いたしました。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,845 31,357

売掛金 129,558 113,730

有価証券 3,709 3,909

たな卸資産 15,330 13,937

繰延税金資産 1,241 1,128

その他 9,388 15,092

貸倒引当金 △1,417 △1,588

流動資産合計 175,656 177,567

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 13,363 13,160

土地 33,598 32,324

その他（純額） 2,233 1,950

有形固定資産合計 49,195 47,435

無形固定資産 4,522 4,155

投資その他の資産   

投資有価証券 6,733 7,501

繰延税金資産 926 1,194

その他 21,531 21,221

貸倒引当金 △2,014 △1,919

投資その他の資産合計 27,177 27,998

固定資産合計 80,895 79,589

資産合計 256,551 257,157
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※４ 2,676 ※４ 2,094

電子記録債務 ※４ 10,204 ※４ 9,431

買掛金 159,484 159,069

未払金 3,135 2,451

リース債務 86 86

未払法人税等 932 69

未払費用 5,547 5,714

返品調整引当金 4,637 4,220

賞与引当金 697 523

役員賞与引当金 19 14

ポイント引当金 1 2

その他 ※２ 9,006 ※２ 12,173

流動負債合計 196,428 195,850

固定負債   

長期預り金 1,767 1,770

再評価に係る繰延税金負債 7,981 7,833

退職給付引当金 3,386 3,514

役員退職慰労引当金 571 623

リース債務 171 128

資産除去債務 797 804

固定負債合計 14,676 14,675

負債合計 211,104 210,525

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000 3,000

資本剰余金   

資本準備金 17 17

資本剰余金合計 17 17

利益剰余金   

利益準備金 750 750

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 788 1,277

圧縮特別勘定積立金 ※３ 496 -

別途積立金 23,500 23,500

繰越利益剰余金 4,327 4,712

利益剰余金合計 29,862 30,240

自己株式 △903 △911

株主資本合計 31,976 32,346

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,195 1,589

土地再評価差額金 12,273 12,694

評価・換算差額等合計 13,469 14,284

純資産合計 45,446 46,631

負債純資産合計 256,551 257,157
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②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 238,428 226,470

売上原価 215,938 204,589

売上総利益 22,490 21,880

販売費及び一般管理費 21,839 21,601

営業利益 651 279

営業外収益 ※１ 448 ※１ 418

営業外費用 ※２ 11 ※２ 26

経常利益 1,088 671

特別利益 ※３ 1 ※３ 384

特別損失 ※４ 106 ※４,※５ 365

税引前中間純利益 982 690

法人税、住民税及び事業税 206 26

法人税等調整額 △73 △395

法人税等合計 132 △369

中間純利益 849 1,060

 

EDINET提出書類

日本出版販売株式会社(E02536)

半期報告書

45/57



③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

 
固定資産圧
縮積立金

圧縮特別勘
定積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 3,000 17 750 790 － 23,500 4,173 △892 31,339

当中間期変動額          

剰余金の配当       △342  △342

中間純利益       849  849

固定資産圧縮積立金の積立         －

固定資産圧縮積立金の取崩    △1   1  －

圧縮特別勘定積立金の取崩         －

土地再評価差額金の取崩         －

自己株式の取得        △7 △7

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

         

当中間期変動額合計 － － － △1 － － 508 △7 498

当中間期末残高 3,000 17 750 789 － 23,500 4,681 △900 31,838

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 459 12,568 13,027 44,366

当中間期変動額     

剰余金の配当    △342

中間純利益    849

固定資産圧縮積立金の積立    －

固定資産圧縮積立金の取崩    －

圧縮特別勘定積立金の取崩    －

土地再評価差額金の取崩    －

自己株式の取得    △7

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

340 － 340 340

当中間期変動額合計 340 － 340 839

当中間期末残高 799 12,568 13,367 45,205
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当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

 
固定資産圧
縮積立金

圧縮特別勘
定積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 3,000 17 750 788 496 23,500 4,327 △903 31,976

当中間期変動額          

剰余金の配当       △342  △342

中間純利益       1,060  1,060

固定資産圧縮積立金の積立    496   △496  －

固定資産圧縮積立金の取崩    △7   7  －

圧縮特別勘定積立金の取崩     △496  496  －

土地再評価差額金の取崩       △339  △339

自己株式の取得        △7 △7

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

         

当中間期変動額合計 － － － 489 △496 － 385 △7 370

当中間期末残高 3,000 17 750 1,277 － 23,500 4,712 △911 32,346

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,195 12,273 13,469 45,446

当中間期変動額     

剰余金の配当    △342

中間純利益    1,060

固定資産圧縮積立金の積立    －

固定資産圧縮積立金の取崩    －

圧縮特別勘定積立金の取崩    －

土地再評価差額金の取崩    △339

自己株式の取得    △7

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

393 420 814 814

当中間期変動額合計 393 420 814 1,185

当中間期末残高 1,589 12,694 14,284 46,631
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法を採用しております。

　　子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法に基づく原価法を採用しております。

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

　　　　動平均法により算定）を採用しております。

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法に基づく原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品とも個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法を採用しております。

　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し

　　た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物及び構築物 ２年～65年

　　その他（機械装置及び運搬具） ２年～17年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

　　定額法を採用しております。ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

　　に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によって

　　おります。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取り決めがあるものは当該残価保証額と

　　し、それ以外のものは零としております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

　　権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当中間会計期間末における支給見込額を計上しておりま

　　す。

(3) 返品調整引当金

　　商品の返品による損失に備えるため、書籍及び雑誌については法人税法に基づく限度額を、開発商品の一部

　　については実績に基づく見積額をそれぞれ計上するほか、個別に将来の返品の可能性を勘案し、見積額を計

　　上しております。

(4) 役員賞与引当金

　　役員賞与の支出に備えて、当中間会計期間末における支給見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末

　　において発生していると認められる額を計上しております。

　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法について

　　　は、期間定額基準によっております。

　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14～15年）による定額法に

　　　より費用処理しております。
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　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

　　　における定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(6) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額の100％を残高基準として計

　　上しております。

(7) ポイント引当金

　　Honya Club.com会員に対して付与したポイントの使用に備えるため、当中間会計期間末時点の未使用ポイン

　　トのうち、将来使用されると見込まれる額を計上しております。

 ４　その他中間財務諸表作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理の方法

　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、中間連結財務諸表に

　　おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（中間貸借対照表関係）

　１　コミットメントライン契約

　　　当社は、資金調達の効率化及び安定化をはかるため特定融資枠（コミットメントライン）契約を締結して

　　　おります。

 
　前事業年度

(平成29年３月31日)

当中間会計期間

(平成29年９月30日)

特定融資枠契約の総額 8,000百万円 8,000百万円

借入実行残高 － －

未使用枠残高 8,000 8,000

 

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債のその他に含めて表示しております。

 

※３　前事業年度において租税特別措置法第65条の８第１項「特定資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合の課

　　　税の特例」の規定の適用を受けるため、圧縮特別勘定積立金を純資産の部に計上しております。

 

※４　中間会計期間末日満期手形等

中間会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形等が中間会計期間末

残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

支払手形 －百万円 420百万円

電子記録債務 － 761
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（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

受取利息 83百万円 64百万円

受取配当金 227 263

 

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

支払利息 0百万円 0百万円

 

※３　特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

投資有価証券売却益 1百万円 1百万円

固定資産売却益 － 192

関係会社清算益 － 176

 

※４　特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

固定資産除却損 10百万円 7百万円

固定資産売却損 － 59

投資有価証券評価損 76 －

関係会社株式評価損 19 14

減損損失 － 283
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※５　減損損失

　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　前中間会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

該当事項はありません。

 

　当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

場所 主な用途 種類 減損損失（百万円）

 東村山市旧社員寮

 （東京都東村山市）
 遊休資産  土地、建物及び構築物等 283

　　　　 当社では、保有資産を１．事業用資産、２．賃貸物件、３．遊休資産の３つにグルーピングしております。

　　　　 事業用資産については、事業別かつ地域別にグルーピングを行っております。賃貸物件及び遊休資産につ

　　　　 いては、個々の資産ごとにグルーピングを行っております。

　　　　 減損の認識にあたっては、資産グループごとに①営業損益の継続的なマイナス、②使用範囲・使用方法の

        著しい変化、③経営環境の著しい変化、④市場価格の著しい下落等の項目について、減損の兆候の判定を

        行いました。減損の兆候があった資産は、その時点で減損処理の要否を検討し、減損が発生している場合

　　　　 には損失認識しております。

        上記遊休資産につきましては、社員寮の閉鎖に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。

　　　　 これらは減損損失（283百万円）として特別損失に計上しております。減損損失の主な固定資産の種類と

        当該金額は、土地158百万円、建物及び構築物125百万円、その他０百万円であります。

　　　　 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定額に合理的な調整を行っ

　　　　 て算定いたしました。

 

　６　減価償却実施額

 

前中間会計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

有形固定資産 727百万円 702百万円

無形固定資産 800 775
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時　価 差　額

関連会社株式 1,658 1,792 133

 

当中間会計期間（平成29年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時　価 差　額

関連会社株式 1,658 2,141 483

 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

子会社株式 11,319 10,882

関連会社株式 428 413

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。

 

（企業結合等関係）

事業分離

　中間連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。

（重要な後発事象）

　当社は、平成29年９月19日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、自

己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。

　(1)自己株式の取得を行う理由

　　　　経営環境の変化に対応した資本施策の遂行による株主価値の向上を図るため。

　(2)自己株式取得に関する取締役会の決議内容

　　　①　取得する株式の種類

　　　　　当社普通株式

　　　②　取得する株式の総数

　　　　　4,000,000株（上限）

　　　③　取得する期間

　　　　　平成29年10月16日から平成29年11月13日まで

　　　④　取得価額の総額

　　　　　1,708百万円（上限）

　(3)取得日

　　　　平成29年12月22日

　(4)その他

　　　　上記決議に基づき、当社普通株式2,119,250株（取得総額904百万円）を取得いたしました。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本出版販売株式会社(E02536)

半期報告書

53/57



第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第69期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）平成29年６月29日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  
 

 平成29年12月22日

日本出版販売株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 定留　尚之　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山川　幸康　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる日本出版販売株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成29年
４月１日から平成29年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、
中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸
表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を
作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を
行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し
て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を
策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続
の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結
財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手
続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用
な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準
に準拠して、日本出版販売株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　※１．上記は独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保
管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  
 

 平成29年12月22日

日本出版販売株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 定留　尚之　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山川　幸康　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる日本出版販売株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（平成29年４
月１日から平成29年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等
変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ
た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ
に基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一
部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択
及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、日本出版販売株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成29年４月１
日から平成29年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　※１．上記は独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保
管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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